
和光市内部統制に関する基本方針

１ 内部統制の目的

和光市では、業務の適正な管理及び執行を確保するため、組織運営を阻害す

る要因をリスクとして捉え、本方針のもと、内部統制の整備及び運用に取り組

み、市民に信頼される誠実な行政運営の実現を図ってまいります。

２ 内部統制の対象

⑴ 内部統制の対象とする事項

特に和光市において想定されるリスクを洗い出し、対象とする事項を次

のとおり定めます。

① 現金・預金等管理の徹底

和光市金庫管理運用規則に基づく金庫の管理を徹底するとともに、各課

所等で取り扱う現金・預金等について会計処理の適正化と不正防止を図る。

② 適正な業務委託

新規システムや新規事業の導入など、非定型的な業務に関する業務委託

から適宜抽出したものについて、契約期間中に進捗モニタリングを行う。

③ 適正な事務専決による事務執行

事務専決を行う場合には、和光市事務専決規則等における根拠を明確に

した上で起案文書を作成し、適正な権限に基づく業務の執行を徹底する。

④ 公印の取扱いの厳格化

契約書などの重要な文書において必要とされる公印については、保管責

任者が慎重に取り扱い、不正使用を防止する。なお、市長印の取扱いにつ

いては、市長印の保管課で完結する事務フローとする。

⑤ 行政手続に関連する法令等の正確な把握

各課所等で取り扱う主な行政手続について、根拠法令や審査基準、業務

マニュアルなどを定期的に点検し、遵守するべき法令や制度について理解

を深める。

⑥ 公益通報制度の透明性の確保

公益通報制度について、外部通報窓口の設置、公益通報委員会における

第三者の協力などを通じて、制度運用の透明性を確保する。



⑦ ハラスメントの防止

ハラスメント研修の実施、ハラスメント相談窓口の外部化、ハラスメン

ト被害処理委員会における第三者の協力・支援、自己申告書の職員課長へ

の直接提出などを通じて、ハラスメント防止の実効性を高める。

⑧ 業務執行体制の確保

事務処理を行うために最低限必要な人員配置ではなく、業務の性質に応

じて副担当制を導入し業務の属人化を防ぐことで、健全な牽制機能が有効

となる執行体制を確保し、安定した市民サービスの提供に資する。

また、様々な課所等の業務について理解を深めることにより、職員の資

質や能力の向上に資するため、適切な人事ローテーションを行う。

⑨ コンプライアンス意識の醸成

「法令等を遵守することを基本とし、社会の要請や市民の期待に応える」

というコンプライアンスの基本的な考え方を整理したコンプライアンス

ハンドブックを整備・周知することにより、コンプライアンス意識を醸成

する。

⑵ 内部統制の対象とする組織

和光市部設置条例（平成１４年和光市条例第１２号）第１条に掲げる部等、

会計管理者、上下水道部、教育委員会事務局、議会事務局及び行政委員会事

務局とします。
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